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独立行政法人国立女性教育会館の中期計画

平成１８年４月１日

文部科学大臣認可

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十条の規定により、独立行政法人

国立女性教育会館（以下「会館」という ）が中期目標を達成するための計画（以下「中。

期計画」という ）を次のとおり定める。。

会館は、女性教育のナショナルセンターとしての役割を果たすため、男女共同参画社会

基本法及び同法に基づく男女共同参画基本計画を視野に入れつつ、内外の関係機関・団体

等とのネットワークの拡大を図り、会館が真に担うべき事業に重点化し、その成果の普及

・活用を図る。

このため、中期目標期間中に以下の中期計画を進める。

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

１ 地方公共団体等の基幹的指導者に対する男女共同参画及び女性教育を進めていく際

に必要な総合的な知識等に関する研修の実施

地方公共団体や女性団体等の基幹的指導者に対し男女共同参画及び女性教育を進

めていく際に必要な総合的な知識等に関して、参加型の実践的な研修を実施する。

参加者に「研修成果の活用プラン」の事前作成を求めるとともに、成果の普及を義

務付ける。

また、事後に研修成果の活用状況についてフォローアップ調査を行い、業務への

影響について参加者の８０％以上からプラス評価を得る。また、同調査の結果等を

踏まえ、研修の効果的な実施の観点から、適宜、研修内容等の見直しを行う。

２ 基幹的指導者に対する研修に資する調査研究の実施、学習プログラム・参考資料の

作成

男女共同参画及び女性教育に関する調査研究を調査研究テーマごとに一定の時限

を設けて実施し、基幹的指導者の資質・能力向上を目的とする学習プログラムや参

考資料を中期目標期間中に４以上作成し、研修等を通じて普及を図る。調査研究を

活用した研修の参加者の８０％以上から学習プログラム・参考資料に関するプラス

評価を得る。

３ 喫緊の課題に関する調査研究の実施、成果をもとにした学習プログラム・参考資料

の作成
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喫緊の課題（例えば女性のチャレンジ支援や男女共同参画の視点に立った家庭教

育・次世代育成支援等）に関する先駆的・モデル的調査研究を調査研究テーマごと

に一定の時限を設けて実施し、その成果をもとに学習プログラムや参考資料を中期

目標期間中に４以上作成し、研修・交流事業を通じて普及を図る。調査研究を活用

した研修・交流事業への参加者の８０％以上から学習プログラム・参考資料に関す

るプラス評価を得る。

４ 男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する喫緊の課題を担当する指導者に対する

先駆的・モデル的研修の実施

男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する喫緊の課題を担当する指導者に対し

て、同課題に係る先駆的・モデル的な参加型の実践的な研修を、一定の時限を設け

て実施する。参加者に「研修成果の活用プラン」の事前作成を求めるとともに、事

後に研修成果の活用状況についてフォローアップ調査を行い、業務への影響につい

て参加者の８０％以上からプラス評価を得る。また、同調査の結果等を踏まえ、研

修の効果的な実施の観点から、適宜、研修内容等の見直しを行う。

５ 課題解決に関する研究者や行政関係者・女性団体等指導者の交流機会の提供

男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する喫緊の課題（例えば女性のチャレン

ジ支援や男女共同参画の視点に立った家庭教育・次世代育成支援等）の解決に関す

る研究者や行政関係者・女性団体等指導者の交流の機会を提供する。中期目標期間

中に交流への参加を通じ新たな知識・情報が得られたかどうかについて、交流参加

者の８０％以上からプラス評価を得る。また、参加者が事後に継続して相互に情報

のやりとりをするなど関係性を構築できるよう支援する。

６ 地域の機関で活用しうる男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する基礎研究の成

果の提供

男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する基礎的、かつその成果が研修、交流、

情報等の事業を通じて利活用される調査研究を重点的に行い、その成果を利用しや

すい形態で提供する。また、活用状況等を踏まえ、期間を定めて計画的に調査研究

内容を見直す。

７ 男女共同参画及び女性・家庭・家族に関する基本的かつ全国的な資料・情報の収集、

利用しやすいポータルとデータベースの構築・提供

男女共同参画及び女性・家庭・家族に関する基本的かつ全国的な資料・情報を収

集・提供するとともに、利用しやすいポータルとデータベースの構築を図る。特に、

全国の女性関連施設等の有する女性教育に関するプログラムなど地域レベルでは収

集困難な広域的・専門的な国内外の資料・情報の収集、提供に重点化を図り、利用

しやすいポータルとデータベースの構築を図る。中期目標期間中に、データベース
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化件数については４４万７千件以上、アクセス件数については１２万件以上を達成

する。また、利用者の評価に基づき内容の見直しを図る。

８ 女性アーカイブの構築

新たに女性アーカイブを構築し、学習、調査研究、情報提供に活用する。中期目

標期間中に女性に関する史・資料を５千点以上収集する。収集史・資料は計画的に

整理、デジタル加工を施すなどにより、インターネット等で提供する。

９ 利用者への学習情報提供

職員の専門性を生かしたきめ細かな事前指導を充実し、利用者のニーズに応じた

研修プログラム作成を支援するとともに、多様なニーズに対応できるプログラムを

毎年３種類以上整備する。また、利用者のニーズ等に応じてプログラムや資料を提

供し、利用者への支援の充実を図る。学習相談者の８０％以上からプラス評価を得

るとともに、会館が提供するプログラム等を利用した者にフォローアップアンケー

トを実施し、活用状況等を踏まえ、必要に応じプログラム等の内容を見直す。

10 利用者の拡大への努力

研修等による職員やボランティアの活動の質の向上を図ることにより、利用者に

質の高いサービスを提供する。また、利用促進についての外部専門家による助言を

得て、団体及び個人の利用や、利用者の多様性、地域分布にも配慮しつつ、より広

範な地域から、より多くの団体等による利用の拡大を図るとともに、宿泊利用率に

ついては、平成２２年度までに５０％以上の達成を目指す。この際、青少年団体等

の利用にも配慮する。

11 女性関連施設等男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する全国の関係機関・団体

との連携協力体制の充実

女性関連施設等男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する全国の関係機関・団

体等との連携協力体制を充実し、毎年６以上の機関等と共同で研修事業等に取り組

み、効果的な事業の実施に努める。

12 男女共同参画及び女性教育に関する国際協力・連携に資する研修の実施

女性のエンパワーメント支援のために、開発途上国、特に国連アジア太平洋経済

社会委員会（ＥＳＣＡＰ）加盟国の女性教育行政担当者及びＮＧＯ等関係団体の指

導者に対する男女共同参画及び女性教育に関する参加型の実践的な研修を実施する。

また、研修成果の自国での活用について、参加者の８０％以上からプラス評価を得

る。また、同調査の結果等を踏まえ、研修の効果的な実施の観点から、適宜、研修

内容等の見直しを行う。
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13 海外の研究者や行政関係者・女性団体等指導者との交流及び研究機関・女性関連施

設等との連携、相互の研究成果の交換・活用

世界とりわけアジア地域における男女共同参画を推進する女性教育の人材育成の

拠点となることを目指して、開発と女性をめぐる地球規模の課題等をテーマとして、

海外の研究者や行政関係者・女性団体等指導者との交流を進めるとともに、研究機

関・女性関連施設等と連携し、相互の研究成果や研修の情報を交換しその活用を図

る。海外の機関との連携協力関係の構築に努め、中期目標期間中に５機関以上と協

力関係を結ぶとともに、参加者の８０％以上からプラス評価を得る。また、参加者

が事後に継続して相互に情報のやりとりをするなど関係性を構築できるよう支援す

る。

14 地球規模の課題に資する調査研究の実施、学習プログラム・参考資料の作成

男女共同参画及び女性教育に関する地球規模の課題に資する調査研究を実施し、

その成果をもとに学習プログラム・参考資料を中期目標期間中に２以上作成する。

また、調査研究を活用した参加者の８０％以上から学習プログラムや参考資料に関

するプラス評価を得る。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項

１ 広報の充実

男女共同参画及び女性教育に関する理解促進を図るため、会館の活動について、

インターネットやマスメディア等の新しい情報媒体等を開拓し、積極的に広報する。

また、ホームページ等の情報発信により、調査研究の成果等を広く一般国民に

周知し、会館の利用促進や男女共同参画及び女性教育に関する理解促進を図る。

２ 運営及び業務の効率化

会館の行う業務について、既存事業の徹底した見直し、効率化を進め、一般管理

費については平成１７年度と比して１５％以上、業務経費については平成１７年度

と比して５％以上の削減を図る。ただし、新規に追加される業務、拡充業務分等は

その対象としない。

また、人件費については 「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）、 」

を踏まえ、退職手当、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費 、及び今後の人）

事院勧告を踏まえた給与改定分を除き、平成１７年度と比して５年間で５％以上削

減を図る。

さらに、国家公務員の給与構造改革を踏まえて役職員の給与について必要な見

直しを進める。

なお、人件費の範囲は国家公務員でいう基本給、職員諸手当、超過勤務手当を含

み、退職手当及び福利厚生費は含まない。
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関係機関、団体との連携により、研修事業等の共同構築、共同開発等の推進によ

り経費等の節減を図るとともに、施設設備の維持管理等の定型的業務について包括

的な外部委託を進めるなど業務の効率化を図る。

３ 外部資金の導入

科学研究費補助金等の申請や国や民間企業等からの受託事業等の積極的な受入れ

を行い、外部資金の確保に努める。

４ 自己点検・評価等による業務の改善

毎年度、自己点検・評価を行うとともに、第三者による外部評価を中期目標期間

中に実施し、業務の改善を図る。

特に、調査研究は内容、成果、他の事業における活用等について厳正な外部評価

を行う。

Ⅲ 予算・収支計画及び資金計画

収入面に関しては、実績を勘案しつつ、外部資金等を積極的に導入することにより、

計画的な運営を行う。また、管理業務の効率化を進める観点から、各事業年度において、

適切な効率化を見込んだ予算による運営に努める。

Ⅳ 短期借入金の限度額

運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合や受託事業に係る立替えが生じた場合、短

期借入することができることとし、限度額は１億円とする。

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画

重要な財産を譲渡、処分する計画はない。

Ⅵ 剰余金の使途

１ 研修事業の充実

２ 情報資料の収集・提供の充実

３ 調査研究事業の充実

４ 交流事業の充実
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Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 予算

別紙１のとおり

２ 収支計画

別紙２のとおり

３ 資金計画

別紙３のとおり

４ 施設・設備の計画的整備、快適な環境構築

長期的視野に立った保守・管理を行うとともに障害者、高齢者等全ての利用者が

安全で快適に利用できる環境を提供するため、必要な施設設備の改修等を計画的に

進める。また、施設の有効活用のための工夫に努めるべく個々の施設の有用性につ

いての検証を行い、具体的措置を検討する。

別紙４のとおり

５ 関係機関・団体との人事交流や計画的な人事配置転換等、優秀な人材の確保

限られた人員による事業等の実施により効果を上げるため、職員の専門性を高め

るとともに、柔軟な人事配置を行う。また、多様な人材の確保のため関係機関・団

体等との人事交流を通じて組織の活性化を図る。必要に応じ客員研究員等外部人材

の活用を図る。

・人員に係る指標

常勤職員については、その職員数の抑制を図る

（参考１）

期初の常勤職員数 ２８人

期末の常勤職員数の見込み ２８人

（参考２）中期目標期間中の人件費総額

中期目標期間中の人件費総額見込み ９８１百万円

但し、上記の額は、常勤の役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務

手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。

６ 中期目標期間を超える債務負担

電子計算機の賃貸借期間平成１９年度から２３年度までの４年度間



別紙１

（単位：百万円）
区　　　別 金　　　額

　収入
　　運営費交付金 3,204
　　施設整備費補助金 83
　　入場料等収入 467
　　受託収入 25

　　計 3,779

　支出
　　業務経費 1,991
　　　うち研修関係経費 1,326
　　　うち調査・研究関係経費 186
　　　うち情報関係経費 479
　　施設整備費 83
　　受託経費 25
　　一般管理費 1,680

　　計 3,779

別紙のとおり

 

 

 

 

[運営費交付金の算定ルール]

平成１８年度～平成２２年度中期計画予算

[人件費の見積り]
期間中総額９８１百万円を支出する。
　但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤
務手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用



別紙２

（単位：百万円）
区　　　別 金　　　額

　費用の部
　　経常費用 3,730
　　　業務費 2,016
　　　一般管理費 1,694
　　　減価償却費 20

　　財務費用                                 -
　　臨時損失                                 -

　収益の部
　　運営費交付金収益 3,182
　　入場料等収入 467
　　受託収入 25
　　施設費収益 36
　　寄附金収益                                 -
　　資産見返運営費交付金戻入 15
　　資産見返物品受贈額戻入 5

　純利益                                 -
　目的積立金取崩額                                 -
　総利益                                 -

［注記］
当該法人における退職手当については、独立行政法人国立女性教育会館役員退職手
当規程及び独立行政法人国立女性教育会館職員退職手当規程に基づいて支給するこ
ととし、毎事業年度に想定される全額を運営費交付金に加算する。

平成１８年度～平成２２年度収支計画



別紙３

（単位：百万円）
区　　　別 金　　　額

　資金支出
　　業務活動による支出 3,710
　　投資活動による支出 69
　　次期中期目標の期間への繰越金                                 -

　資金収入
　　業務活動による収入
　　　運営費交付金による収入 3,204
　　　入場料等収入 467
　　　受託収入 25

　　投資活動による収入
　　　施設費による収入 83

　　前期中期目標の期間よりの繰越金                                 -

平成１８年度～平成２２年度資金計画



別紙４

　
施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源

　機能性向上改修
　　食堂厨房その他改修工事 83 施設整備費補助金

　   
　   

　計 83

　
　

平成１８年度～平成２２年度施設・設備に関する計画

［注記］
金額については見込みである。
なお、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設整備が追加されることがあり得る。また、施設・
設備の老朽度合等を勘案した改修（更新）等が追加される見込みである。


